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 ○ 無線LANの規格については、IEEEにおいて整備が進

められている。 

 ○ 国内における主な無線LANの周波数帯は、2.4GHz

帯及び5GHz帯である。 

   ○ 2.4GHz帯は、公衆無線LANの急激な増加等による

過密利用のため、無線LAN相互の輻輳が生じている。 

 ○ 5GHz帯は、2.4GHz帯のような状況にはないが、

各種レーダとの共用のために一定の機能の具備が求

められる。    

 

 

 ○ 電波法上は、技術基準適合証明を有する等の一定の

条件を満たすことを前提に、免許が不要である。 

 ○ 電気通信事業法上は、公衆無線LANのアクセスポイ

ント(AP)を用いて、インターネット接続を事業とし

て提供する場合は、原則として届出等が必要となる。 

 ○ 電気通信事業を営む場合、利用者保護の観点からの

規定（提供条件の説明、苦情等の処理等）のほか、

通信の秘密保護の規定を遵守する必要がある。       

 ○ APは、店舗等、駅構内のほか、自動販売機など様々

な場所に設置されており、料金も有料／無料等多様

である。       

 

 

 ○ 無線LANの情報セキュリティ上の脅威として①無線

LAN区間における情報窃取、②他の端末からの不正

アクセス、③利用者端末へのなりすまし、④不正な

APにおける情報窃取が挙げられる。 

 ○ 情報セキュリティ対策の機能としては、暗号化、認

証等があり、WEP、WPA/WPA2として複数の方式

が定められており、WEPについてはぜい弱性が指摘

されるなど、既に有効性を失っている。    

 

 

 ○ 高速化に係る次世代無線LAN規格として、伝送速度 

1Gbps～3.6Gbpsを実現する、IEEE802.11acの

規格の制定に向けた検討が行われている。 

 ○ その他、無線LANへの接続時間の短縮と同時接続数

の大規模化等を実現するIEEE802.11aiの規格の検

討や、複数の無線LAN事業者のサービスと3G等の

サービスが混在した環境におけるシームレスなロー

ミングを実現するPasspointの技術の検討が進んで

いる。  

第１章 無線LANの現状 

１ 無線LANを巡る概況 

２ 無線LANに関する規律等 

４ 無線LANの情報セキュリティ等 

５ 無線LANの今後の動向 

 

 

 ○ キャリア系（固定／移動）、無線LAN事業者、APを

販売・レンタルする事業者、店舗、商店街、自治体

等が無線LANを提供している。 

３ 無線LANサービスの分類 
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 ○ 移動通信トラヒックは今後も増加し続ける見通しで

あり、携帯電話事業者はオフロードの取組を加速す

る傾向にある。 

 ○ 総務省において、スマートフォンにおけるトラヒッ

ク量でみた現在のオフロード率は32.7%（移動通信

トラヒックでみた場合19.4%）と推計し、2015年

頃までには移動通信トラヒックの64%がオフロード

されると推計している。  

 ○ 固定通信事業者から費用負担の考え方について検討

する必要性を指摘する意見、APの設置について、無

秩序に設置されると利用者利便が大幅に低下すると

の意見がある。    

 

 

 ○ 2.4GHz帯において生じている電波の輻輳等の実態

を踏まえると、今後５GHz帯の利用を促進していく

ことが課題となる。 

 ○ 公衆無線LANの普及促進を図るためには、パブリッ

クスペースにおける仕様の統一や、提供ルールの整

備等、事業者間での連携が図られる仕組みが必要と

の意見がある。  

 ○ 店舗等施設オーナー側は、電波の干渉・輻輳の問題

を十分認識されていない場合もある。     

 

 

 ○ 公衆無線LANサービスを提供する事業者等のAPには、

情報セキュリティへの対応をしていないものもある

が、利用者への周知について必ずしも十分でない。 

 ○ 公衆無線LANサービスを提供する事業者等において、

通信の秘密保護に関する適切な対応や、ユーザ情報

の適切な取扱について、十分な理解が進んでいる状

況にはないと考えられる。     

 

 

 ○ 震災時等において、無線LANが有効な通信手段とし

て機能したことが評価されている。 

 ○ 公衆無線LANサービスの無料開放を実施することを

予定する事業者が多くみられるが、その基準（災害

規模、エリア等）を有している事業者はみられない。     

 

 

 ○ 店舗、商店街等が集客手段して無線LAN環境を整備

し、活用する事例が増加している。 

 ○ 外国人観光客等の誘致を目的として、自治体等が公

衆無線LANサービスを整備する事例もみられる。 

 ○ M2M通信等、企業等が無線LANの持つ機能等を自

らのビジネスに活用する事例もみられる。     

第２章 無線LANの課題 

１ 増大する移動通信トラヒック 

２ 無線LANに係る電波の干渉・輻輳（混雑）の緩和 

３ 安心安全な利用の確保 

４ 災害時等における取組 

５ 無線LANを活用した地域活性化、ビジネス活性化 
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 ○ 増大するトラヒックに関する課題への対応に資する

観点から、総務省において、オフロードトラヒック

の実態把握を検討することが適当である。 

 ○ 費用負担の問題については、現時点における設備増

強の必要性を主張する固定事業者の意見はないが、

オフロードトラヒックの実態も踏まえつつ、今後、

検証していく必要があると考えられる。   

  
 
 ○ 5GHz帯に対応するAP・端末の普及に向けて、今後、

関係者においてその役割に応じた取組を進めて行く

必要がある。また、新しい技術（IEEE802.11ac

等）の活用を促進していく視点も重要である。  

 ○ 駅、空港、繁華街等の人が多数集まる場所（パブ

リックスペース等）においては、できる限り共用型

APを活用していくことが望ましい。  

 ○ パブリックスペース等おけるAPの設置の在り方等に

ついて、事業者間で協調・連携を図っていくことが

重要である。     

 ○ 総務省が策定している無線LANの情報セキュリティ

に関するガイドライン「安心して無線LANを利用す

るために」を改訂することが適当である。 

 ○ 今後多様な事業者の参入も想定されるため、通信の

秘密保護等について、総務省において、更なる周知

を図ることが有益である。     

 
 

 ○ 公衆無線LANサービスの無料開放の取組について、

今後推奨していくことが望ましい。 

 ○ 無料開放する場合の基準については、当面は、各事

業者が災害等の規模を勘案して個別に判断していく

ことも考えられる。また、無料開放の周知の方法に

ついては今後検討していくことが有益である。     

 

  

 ○ 無線LANの今後の健全な普及に向けて、無線LANに

関するこれまでの先進的な取組や課題を整理・共有

し、今後の取組に活かしていく視点も重要である。 

  ○ 無線LANが単にインターネットに接続するサービス

だけでなく、その地域や分野においてリアルタイム

に情報を受発信する機能として活用されることによ

り、今後、様々な産業分野のもつ方向性が更に広が

り、これを通じて産業の活性化が図られることが期

待される。      

第３章 無線LANの課題に対する対応 

１ 増大する移動通信トラヒックへの対応 

２ 無線LANに係る電波の干渉・輻輳（混雑）の 
 緩和に向けた対応 

 

  

 ○情報セキュリティ対策の有無やその内容について、利

用者が確認・理解した上で、利用できるよう周知をす

ることが適当である。     

３ 安心安全な利用の確保に関する対応 

４ 災害時等における対応 

５ 無線LANを活用した地域活性化、ビジネス活 
 性化の対応 
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 ○ スマートフォンにおける無線LANの利用について、

簡易に設定を可能とするアプリケーションの提供、

電池の消耗を改善する取組等もみられる。 

 ○ 今後の無線LANの健全な普及に向けて、ユーザの利

便性を高めていくことは重要であり、現在行ってい

る取組等を通じて、無線LANの利便性が向上してい

くことが期待される。    

 

 

 ○ 公衆無線LANサービスは、提供事業者やAPの設置場

所などの違いにより、バックホール回線（光回線、 

WiMAX等）の構成、セキュリティの程度等に違いが

みられる状況にある。 

  ○ 利用者利便の向上の観点から、公衆無線LANのサー

ビス品質（セキュリティ等）について、サービスを

提供する事業者において、できる限り利用者が知り

うるよう努めていくことが望ましい。      

 ○ 総務省において、公衆無線LANサービスの事業運営

に際し留意すべき事項や望ましい事項等をガイドラ

インとして定めることが有益である。 

 ○ 当ガイドラインには、利用者への情報提供に関する

事項、利用者の安心安全な利用に関する事項（情報

セキュリティに関する利用者への通知等）、事業者

の法令遵守に関する事項（通信の秘密保護等）、電

波の輻輳対策（５GHz帯の活用、APの設置等）に関

する事項等について定めることが考えられる。  

 

 

 ○ 無線LANの一層の普及に伴い、電波の輻輳対策や、

安心安全な利用に関する具体的な利用者啓発の在り

方等について、今後、事業者間で連携・協調してい

く必要性も高まっていくと考えられる。 

 ○ 家庭の無線LANの第三者利用を、情報セキュリティ

上の観点からの原則禁止しているISPが多い等の指摘

があり、無線LANに関する課題についての民間の自

主的なルール作りが必要との意見もみられる。 

 ○ ベストプラクティスや課題について、関係者におい

て情報交換等ができるよう、既存の取組を整理しつ

つ、HPなどで公表していくことも有効と考えられる。     

第４章 無線LANの健全な普及に向けて 

 

 

 ○ 今後、公衆無線LANサービスを提供する事業者等の

円滑な事業展開を図りつつ、利用者が安心安全な

サービスを享受できる環境作りが重要と考えられる。    

１ 利用者利便の向上 

２ 利用者への適切な情報提供 

３ 無線LAN事業の円滑な実施のためのガイドライン  
 の策定 

４ 事業者間等で連携できる枠組み 



6 第４章 無線LANの健全な普及に向けて 

 

 ○ 無線LANを巡る諸課題について、事業者間等で意見

交換や情報交換を通して連携・協調できる枠組みと

して、例えば、関係者による自主的な連絡会（又は

協議会）を設置し、取組を進めて行くことが有益と

考えられる。 

 ○ 枠組みは、公衆無線LANサービスを提供する事業者

等の自由な参加を基本としつつ、今後の無線LAN事

業の健全な普及を図るため、検討段階・項目に応じ

て関係団体、端末ベンダー、店舗等施設オーナー、

ユーザ企業、自治体等、多様な関係者が参加できる

ことが望ましいと考えられる。 

５ 行政手続の明確化等 
 

  

 ○ 公衆無線LANサービスへの参入手続が分かりにくい

との指摘がある。 

 ○ このため、「電気通信事業参入マニュアル（追補

版）」を見直すとともに、省令等の関係規定につい

て見直しの検討を行う必要がある。 
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